議会改革度調査2010　質問解説補足
全般：対応する回答が存在しない場合（例えば全員協議会が存在しないにもかかわらず全員協議会の議事録公開について「公開」「非公開」のいずれかしか選べない、等）は、便宜上「非公開」としていただき、Q53にてその旨補記お願いいたします。ご面倒おかけして申し訳ありません。

Q６：当選回数は、市町村合併があった場合は合併後からの回数で計上願います。平均年齢などは平成22年4月1日時点の数値でお願いします。それ以降に選挙があった場合や最新の数値が手元に無い場合はその前後の数値でも結構です。

Q７：「紙媒体で公開」ならびに「インターネット上で公開」とは、議会事務局へ問い合わせずとも、住民がいつでも見ることができる環境を整えている場合のことをいいます。
Q８：本会議終了後から平均してどれ程の期日内に議事録を見ることができるのか、ご回答ください。

Q９：庁舎館内での音声のみの配信は該当しません。庁舎内で動画も含め中継する場合は「生放送（ケーブルＴＶ等）にチェックください。
Q10：例えば、首長が提案説明を行う場合、その議案の内容がわかるようにリンクして掲載しているかどうかお聞かせください。

また、例えば、A議員が一般質問をする際、「何について質問しているのか」など質問の通告内容等がわかるように関連づけて資料の掲載をしているかどうかお聞かせください。

Q11：「紙媒体で公開」ならびに「インターネット上で公開」とは、議会事務局へ請求せずとも、住民がいつでも見ることができる環境を整えている場合のことをいいます。

Q12：議会が単独でホームページを作成していなくても、執行部側のホームページ内に議会ページが作成されており、そこから議会情報が閲覧できる場合については「ある」と回答してください。

Q13：「その他」を選択した場合、その事例もご記入くださいますようお願いいたします。

　　　※以下、その他については同様です。

Q14：特定重要議案における投票の際、議員個人の賛否結果について公開しているかどうかご回答ください。記名投票ではなく簡易採決で賛否を取る場合について議員個人の結果を公開している場合は「その他」へチェックしてください。

Q16：議員（会派・議会）視察後、その内容を公開しているかどうか、どの手法で公開しているか、ご回答ください。

　　「委員会は公開、個人は非公開」のように、混在する場合は常任委員会における公開情報を回答願います。

Q17：「内訳」とは、支出日、金額、内容までの範囲のことを指しています。これらを全て掲載されている場合には「内訳」にもチェックを入れてください。
Q18：Q17同様。
Q19：議会日程や議案について議会開会までの事前に住民に情報を発信しているかどうか。発信している場合は、どのような手法で発信しているかご回答ください。

Q20：「公開」「非公開」の有無だけでなく、その場合、資料を提供しているかどうかも忘れずにご記入願います（右2列）。
Q21：延べ人数ではなく1回あたりの平均人数をご回答ください。

　　　システムの制限上、小数点以下が記入できませんので四捨五入でお願いいたします。0.4人等の場合はゼロになってしまうため、1人以下の場合は1に繰り上げてください。

Q22：「住民説明会」「意見交換会」「議会報告会」とは別の会名で開催されている場合、その内容が上記３つの中で類似している会を選択してください。

Q23：Q22の会で出た住民意見を事後にどのように取り扱っているか、ご回答ください。

Q24：Q22とは別に住民からの意見を集約する取組についてご回答ください。

Q25：その他の取組事例がございましたらお教え願います。

Q27：「アンケートによる住民の意識調査」とは、Q24とは違うかたちで議会に対する住民の意識調査をおこなっているかどうかについて、ご回答ください。

Q28：「電話番号を公開し」とは、議会事務局直通の電話番号が公開されているかどうかをいいます。また、庁舎の代表電話から繋ぐことができる場合もこれに該当します。

Q29：例えば、議会事務局の住所を明記し、住民から議会へ手紙が届きやすい環境が整えられているかどうか。また、意見箱を利用して意見を届ける環境が整えられているかどうかについて、ご回答ください。

Q30：議会事務局専用のメールアドレスを公開し、住民からメールで意見を集約できる環境を整えているかどうか。また、住民が庁舎の代表メールアドレスへメールを送ると議会事務局へ届く環境が整えられているかどうかについて、ご回答ください。

Q31：例えば、休憩中に住民が意見を述べる機会が設けられている場合でも、それが議事録に残る場合には「議事録に残している」へご回答ください。

Q33：「議会報告会」（もしくはこれに類似する会）をおこなうことを制度的に確保しているかどうかについて、ご回答ください。

Q34：ここ10年の間に議員側から提案された政策条例がいくつあるのか、ご回答ください。ただし、議員報酬の減額や議員定数の削減に関するものは対象外とします。
Q36：議会改革のための検討組織を特別委員会などの場合や任意の場合も含め、設置しているかどうかについて、ご回答ください。

Q38：実質年数をご回答ください。
Q39：議長を選出する前に、立候補者はマニフェストを掲げて議長選への出馬を表明し、他の議員は候補者のマニフェストにより投票するという仕組みになっているかどうか、ご回答ください。また、マニフェストと呼ばなくとも議長が自分の任期中に取り組みたい公約を議長選前に提示している場合は、「導入している」にチェックを入れてください。
Q41：法務担当職員については、執行部側の職員が議会の法務担当を兼務している場合、「法務担当職員を配置している」にチェックを入れてください。
Q44：例えば、「4月1日開会9月30日閉会。10月8日開会3月31日閉会」の場合も「通年議会を採用している」へご回答ください。

Q45：議長マニフェストや議長の年頭挨拶などで立てた目標（議会として定めた目標）について、議会自らが検証する、或いは、第三者評価を受けているなどについてご回答ください。また、行っている場合は、その結果を公表しているかどうかご記入ください。

Q47：議員から職員（執行部）に対し、純粋な地域内の課題要望や、いわゆる「口利き」や「あっせん」等も含め、そうした会話のやり取りを記録できるようにしているかどうか、についてご回答ください。

お問い合わせ：早稲田大学マニフェスト研究所　担当：荒川、中村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 TEL＆FAX：０３－６４５７－６８５２
MAIL：mani@maniken.jp
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